「定年延長に向けた制度見直し(素案)」に対する意見を提出
－公務員連絡会の意見を十分に反映すべく、引き続き検討を求める－

　冒頭、大塚副事務局長は、「６月９日に人事院から示された『定年延長に向けた制度見直しについて（素案）』に対する公務員連絡会としての意見を取りまとめたので、本日提出する。素案の提出に向けては、２月15日に提出した意見と合わせて、是非とも公務員連絡会の意見を盛り込んでもらいたい」と述べた上で、意見書にそって具体的内容を説明した（別紙参照）。

　これに対し井上給与局次長は「公務員連絡会からの意見に対する人事院の考え方は後日改めて回答させていただくが、現段階における考え方について若干述べさせていただく」とし、以下の通り、回答した。

(1) 定年延長者の給与水準については、職務との関係では１～10級の職務の級を適用することを前提にしつつ、60歳前の昇給カーブをそのまま適用することは適当でないことから、新たな水準を設定する。

　その際、情勢適応の原則があるので、社会的に実在する60歳台前半の民間給与水準と比較することになるが、60歳の前後では給与構造が違っているので、まず年間給与で均衡を図ることを基本とする。その上で、民間企業における60歳以降の給与水準は相対的な関係を考慮すると、60歳前の給与水準の７割程度になっていることから、公務においてもこのような相対的な関係を考慮することとする。

　この相対関係を公務に適用する場合、年収をどう月例給と特別給に分けるかだが、民間では特別給は60歳前と比べ相当低くなっている実情も踏まえ、現行支給月数3.95月に対して3.00月と少なくする一方、俸給月額は７割より若干ウエイトをおいて設定することになる。その結果、年間給与は素案で示したように５級では500万円前後から中盤程度、６級で600万円を超える程度になる。

(2) 再任用職員の俸給月額については、新たに設定する60歳超の俸給月額が再任用職員の俸給月額を下回るというのは適当ではないので、その場合は調整する必要があると考えている。

(3) 指定職俸給表適用職員の給与については、給与体系という観点から言うと、他の職員について60歳を超えたら減額するから指定職についてもそうしなければいけないということでもない。事務次官や外局局長、役職定年年齢を超えて例外的に就く本府省の指定職については、国の行政運営全体を統括するきわめて高度な機能を担う立場にあることや民間役員との関係も考慮し、60歳以降も在職すれば60歳前と同様の水準を維持することが適当であると考えている。一方、地方管区局長などの場合は、行政組織の適正な秩序を維持するという観点からすると、減額しないことによりそのバランスに問題が生じてくるのではないかと考えている。

(4) 労務職員等特例定年が適用される職員の給与については、60歳以降も給与が引き下げられない制度の下でこれまで職務に就いてきたこともあり、経過的取扱いについて引き続き検討したい。

(5) 定年前の短時間勤務制については、制度としては現行再任用の実態のように行(一)２～３級だけではなくより広く適用できるようにとは考えている。恒常的職務を一定のボリュームを持ってやるという実態が伴わないと制度として成り立たないので、適正に管理し、ポストに就けていくということを円滑に行うことが前提になる。高い級であればあるほど厳格に考えなければならない。

(6) 役職定年制については、ご指摘の通り、役職定年後の受け皿の問題や人事管理の課題もあると思うので、当局の意向も踏まえつつ考えていきたい。定年延長に伴い今までのような人事管理は前提にはならないが、むしろ役職定年制を導入した方が今のような人事管理ができることになるのではないか。

　これを受けて公務員連絡会側は、①民間における60歳前と60歳台前半との水準の関係を公務に適用する場合、民間はいわば実態論であるのに対し、公務は級ごとに７割水準とする制度論となっており、職務と責任を考慮しておらず、７割とすることに合理性があるのか甚だ疑問であること、②例外的に役職定年年齢を超えて本府省の官職に就く指定職の給与については60歳までに受けていた俸給月額を支給する一方で地方出先機関においては減額するということでは筋が通っていないこと、③行(二)労務職員など現に特例定年が適用されている職員には現行退職年齢までは俸給表本体に基づく俸給月額を支給すべきであること、などを再度強く指摘した上で、最後に大塚事務局長が「素案に向けて、公務員連絡会の意見を十分に反映すべく、引き続き検討をお願いしたい」と述べ、この日の交渉を終えた。
（別紙）

「定年延長に向けた制度見直しについて（素案）」に対する意見

２０１１．６．２４

公務員労働組合連絡会

　過日示された「定年延長に向けた制度見直しについて（素案）」に対する公務員連絡会の意見を、下記の通りとりまとめました。なお、本意見の内容は、２月15日に提出した意見（以下「２月意見」という。）を前提とした上で、今回示された素案で新たに明らかにされた点を中心に取りまとめたものであることを申し添えます。

　貴院におかれましては、本意見を踏まえ、公務員連絡会と十分交渉・協議を行い、合意に基づき、「意見の申出」を速やかに行うよう強く要請いたします。

記

１．「３　60歳を超え定年前の職員の給与」について

(1) 60歳台前半の給与水準については、２月意見で指摘したように「職務・職責を踏まえ、ゆとりある生活が確保できる給与水準（少なくとも60歳時点の給与水準の８割）とする必要」があると考える。 

　人事院は、60歳台前半の給与水準を設定するに当たって「職務と責任を考慮する」としながらも、60歳台前半層の民間企業従業員の多くがラインの役職者以外であるにもかかわらず、その実額をもって公務と均衡させることとし、その結果、年収で60歳前の７割としており、乱暴な比較方法と言わざるを得ない。

　民間企業における雇用形態について再雇用等の継続雇用が多く、定年延長者の給与実態のみを反映させることが難しいとしても、少なくとも職務（役職）と職責を反映したデータによる比較に基づく水準設定とすべきである。

(2) 定年前60歳超職員の俸給月額が再任用職員の俸給月額を下回らないようにするための、再任用職員の俸給月額引下げ検討は本末転倒の措置であり、60歳台前半の給与水準について８割を確保することにより、組合員が在職する行（一）７級以下及びこれに相当する再任用者の俸給月額水準は維持すべきである。

(3) 60歳役職定年の例外として本府省の官職に就くことになる指定職俸給表適用職員について、60歳までに受けていた俸給月額を支給するとされているが、その他の職員との均衡を踏まえ、同様に減額すべきである。

(4) 現に特例定年が適用されている職員、とりわけ行（二）労務職員については、①再任用制度導入の際に措置しなかったこと、②今回の定年延長に関わって当該特例定年までは何らのメリットも付加されないこと、③給与水準自体が行（一）等と比べ相当低い実態にあること、などから、現行退職年齢までは俸給表本体に基づく俸給月額を支給すべきである。

２．「４　定年前の短時間勤務制」について

(1) 定年前の短時間勤務制について、多様な働き方を可能とするためには、どの程度のポストを用意するかが重要である。現行再任用制度においては、例えば行（一）２～３級で９割以上を占めており、定年前の短時間勤務についてもこのレベルに止まるとすれば、公的年金がまったく支給されなくなることも踏まえれば、職員が多様な働き方を選択できる実効性を確保することが困難となる。したがって、60歳時点の職務の級を維持することを含めて上位級のポストを十分に用意することを前提とした制度設計を行うべきである。

(2) ２月意見でも指摘したところであるが、短時間勤務を選択した場合であっても、家族介護の終了や収入の確保など職員の事情により短時間勤務からフルタイム勤務に戻ることを権利として保障すべきであるし、高齢期における多様な働き方として、短時間勤務の時間及び勤務日数等については固定化せず、職員の希望を踏まえ柔軟に対応する必要がある。あわせて短時間勤務の定員管理上の扱いについても、現行の短時間再任用の取扱いに代えて、勤務時間を基礎に係数を乗じて定員カウントするなど弾力化することも検討すべきである。

(3) 共済の適用について、公務内に雇用されている職員の社会保険制度（健康保険、年金保険）としては共済組合制度を適用することとし、再任用職員を含めて短時間勤務者に原則として共済組合加入資格を付与すべきである。

(4) 定年前の短時間職員に対する退職手当の取扱いについては、移行時点で退職手当を支払うことを基本とすべきである。

３．「５　役職定年制」について

(1) ２月意見で指摘したように、指定職を含めた本府省課長クラス以上への役職定年制の導入は、組織活力を維持するため、能力・実績に基づく人事制度が定着するまでの過渡的措置としては、やむを得ないものと考える。他方、地方出先機関等における本府省課長クラス以上相当職以外の管理職の役職定年制については、昇任・昇格ペースが全体として遅延することや役職定年後の受け皿を相当数用意することの困難性など、定年延長後の地方における人事管理を踏まえたとき、導入すべきではないと考える。

(2) 役職定年後の職員のポストとしては、組織の見直しに合わせた複線型人事制度の整備を前提に、長年培われた専門的な知識・経験を活用できるよう「スタッフ的な職の整備」を行い、専門職として活用する必要がある。

以上

